
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

位塑壁塾堕塾圭=昼重回上型墜些 zttl豆_≧△杢施途_

1 事業の成果

職業紹介・派遣事業所を介 して就業する配ぜん人労働者の地位 。社会的認知の向上や雇用機会の
拡充のための活動を行った。
新型コロナウイルス感染拡大に伴 う影響による職業紹介事業救済のため行政への進言・請願を行い

協会関係者へは適切な救済のための情報の提供 。現状聴取 0状況改善のための署名活動などの業務を
行った。
職業紹介事業者職種別団体と協賛し紹介事業に関する情報収集を行い、行政へ情報発信 。意見具申

を行った。
協会 HP・ 機関紙 。資料の配布等により職業紹介システムの啓蒙や、会員・非会員 。求人者への法

令改正等の周知活動を行った。
会議資料の電子化 。広報方法を電子化 しIT導入の事業運営を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【 746 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所

従
事
者
人
数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

民宮 ]哉業紹介
事業・労働者
派遣事業、特
に配ぜん人紹
介事業で就労
す る労働者の
地位 向上お よ
び社会的認知
向上の為の活
動事業

の

る

6月 15日

2月 15日

KKRホテル東京

如水会館

６
０

６
０

協会役員

協会役員

職業紹介
事業者
17名

職業紹介
事業者
23名

11()

民営職業紹介
事業・労働者
派遣事業、特
に配ぜん人紹
介事業に関す
る調査 。研修
お よび啓蒙事
業

1歌

体
る

団

す
ヽ

つ。

飲業界関係の各団体 との
配ぜん人の就業に関する
情報交換や意見交換会に
参加

4・ 5。 6・ 7・

9。 10・ 11・

12・ 1・ 2・ 3

月

各所 協会役員

斗飲業界
ヨ体 。求
尺者・紹
↑ 事 業
静・配ぜ
し人・業
界関係・
含員事業
折

52

同上
め
め

6月 15日

2月 15日

KKRホテル東京

如水会館

０
０

６
０

協会役員

協会役員

24名

24名

312

同 上

厚 生労働 省 との職 業紹
介・派遣事業に関する適切
な事業運営等について懇
談・意見交換を行 う。

7月 。12

月 。1月・

2月 。3月

厚生労働省

5回
Ｑ

υ 協会役員

厚 生 万 働
磐。

.

当協会会
長・副会
長・理事

3名

16

同上

東京 労働 局 との職 業紹
介・派遣事業に関する適切
な事業運営等について懇
談・意見交換を行 う。

7月 4日

1月 26日

t>74>

東京労働局

Ｏ

υ

Ｏ

υ

協会役員

果 只 万 働
局担当係
岸宇
日

当協会会
長・副会
長・理事
9名

11



同上
(公社)民紹協による、職業
紹介事業の発展。広報に関
する事業に参加

6・ 7・ 10・

11・ 1・ 3・ 5

月

(公社 )

民紹協

7回

Ｏ

υ 協会役員
当協会担
当理事
5名

14

同上
協会情報 。HPへの情報掲
載 。法改正通知・機関紙
AHANEWSを 発行

年間
協会

事務局

Ｏ

υ

会員及び

非会員・

関係団体

へ送付

延ベ
150所 231

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

疋 款 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度 活動計算書 (その他事業がない場合)

令和 4年  4月  1日 から令和 5年 3月 31日 まで

生定整 囀 △全国崚 &レス トラン人材協会

(単位 :円 )

科 目 金    額

I 経常収益

1.受取会費

協会会費

会費収入

2.そ の他収益

受取利息

事務手数料収入

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1.管理費

(1)その他経費

会議費

旅費交通費

通信費

事務用消耗品費

HP管理費

講師料

業務請負費用

慶弔費

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

1,180,500

510,000 1,690,500

6,004

1,438,854

1,696,504

1,438,854

4

6,000

515,140

60,000

33,464

790

231,000

50,000

528,000

11,220

9,240

1,438,854

257,650

0

0

257,650

257,650

△  312,698

△ 55,048



書式第 15号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和4年度 貸借対照表

令和 5年 3月 31日 現在

登定E性

=≧

Ll生活動ittL△盤≧回杢二∠21≦曇LL■△」≧二2ン人材協会

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1.流動資産

現金預金

未収金

立替金

流動資産合計

2.固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1.流動負債

未払金

預 り金

流動負債合計

2.固定負債

長期受入預託金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

1,004,281

270,000

1,307,281

33,000

0

0

0

417,329

0

462,329

1307281

1362329

45,000

900,000

900,000

△  312,698

257,650

△  55,048

1307281



16 28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

生 i覗1崖1塾睡勤 ilLIビ1遅1睦.ユ盤 |ユ1必上 ユ 1塑昼 i協1途‐
重要な会計方針
計算書類の作成は、中小企業の会計に関する指針によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当なし

引当金

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理
該当なし

，
“

科 目
関する調査 ` 事 業 事 業 事 業

事業部門計 管理部門 合計

6

ｎ

ｖ

Ｏ
υ

′
０ ０

０

０

０

４

０

　

　

　

　

０

５

　

　

　

　

０

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ
ｎ

Ｖ 1,696,504 1,696.504

528,000

50,000

33,464

60,000

790

11,220

9,240
ｎ

Ｖ
∩

Ｖ

ｎ

Ｖ 692.714 692,714

515,140

231,000

746.140

0 1 854

・
４

４

ェ

515,140

231,000

1407

-746,140 ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ
-746,140 1,003,790 257.650

・ 受取会費
・ 受取寄附金
・ 受取助成金等
.事業収益
。その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

事務請負費用

講師料
通信運搬費

旅費交通費

支払手数料

消耗品費

慶弔費
その他経費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
HP管理費
広告宣伝費
印刷製本費

諸会費

その他経費計

経常費用計

‐

１

２

３

４

５

研修会・

当

収 益

内容 金 額 算 定 方法

該 当な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は0円 です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

実際の額に値する

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

７

〓

8

内容 期首残高

900,000

900.000

長期借入金

合計

0 900 入
ｎ

ノ

ｎ

Ｖ

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

減価償却累

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

∩

Ｖ

∩

Ｖ

ｎ

Ｖ合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員 と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

ｎ

Ｖ

∩

Ｖ

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度 財産目録

令和 5年 3月 31日 現在

生珪:ユ|:li::::,I:11」 !1自:塾迭△:全l匡辺:菫:萱 il`1」』:Ξ__ヒ_基_上豆:上

`型

l』:」i任:螢

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1.流動資産

現金預金

未収金

立替金

流動資産合計

2.固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1.流動負債

未払金

預 り金

流動負債合計

2.固定負債

長期受入預託金

固定負債合計

負債合計

正味財産

1,004,281

270,000

33,000

1,307,281

1,307,281

417,329

45,000

900,

左
ム
　

　

　

　

　

　

　

　

　

〈ソ

1,362,329

△ 55,048



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載 した名簿)

登主主堂型量塾童△全旦主型 レ_&上丞上立≧△整協会_

確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

ご以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

函各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

⌒

Q窒フ・監事
シブヤ ケン 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日渋谷 健

つ

´ o・ 監事 スギハラ タク 令和4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年 月 日杉原 拓

〇・監事フチガ ミジュンヤ 令和4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日淵上 順也

４

■

⌒

健壁ジ・監事
ワタナベ タモツ 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日渡辺 保

Ｅ
υ 〇・監事

ニカイ ドウアキラ 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日二階堂 顕

′
０

⌒

健壁プ
。監事

オオノ ヒデ ト 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日大野 秀人

/~ヽ

使壁ジ・監事
セガワ マサエ 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日瀬川 雅恵

６
０

⌒

理事Q監ヲ
サンノマルマサノリ 令和 4年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日三ノ丸 正啓



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_二重聖11:LL塁_ヒ丞L±L豆二空l」:」]曇全

氏   名

1 澁 谷  健

2 杉 原  拓

3 淵 上 順 也

4 渡 辺  保

5 三 階 堂  顕

6 瀬 川 雅 恵

7 三 ノ 丸 正 啓

B 澤 口 弘 純

9 大 野 秀 人

10 石 川 博 衛

11 篠 原 孝 秀

12


